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新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けについて 

 

 新型コロナウイルス感染症の新型インフルエンザ等感染症への位置付けの在り方につ

いては、先般成立した改正感染症法附則に基づき、当該感染症の状況変化を勘案し、他

の感染症の類型との比較等の観点から速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるとされた。 

 全国知事会では、これまで新型コロナウイルス感染症の感染症法上の取扱いの見直し

を含めた出口戦略を提示するよう、累次に渡って提言してきたところであるが、改めて

全都道府県を対象に意見集約を行ったところ、科学的知見に基づくリスク評価を行った

上で、次に掲げる事項の実現を図りつつ、位置づけの見直しを進め、そのロードマップ

を示すべきとの意見が大勢を占めている。 

 12月 21日に開催された厚生労働省「アドバイザリーボード」において、新型コロナ

ウイルス感染症の重症化率等のデータが示されたが、季節性インフルエンザと比較して

重症化率等が低いのであれば、自治体が実施している感染対策もその病原性等の実態に

即したものに移行することが必要である。政府におかれては、国民の生命及び健康に重

大な影響を与えるおそれがないことを前提として、その実態に応じた住民、都道府県、

市区町村、医療機関、各施設等のとるべき行動について、迅速かつ丁寧に検討を進めら

れたい。 

 また、こうした感染症法上の取扱いの見直しの検討に当たっては、保健・医療の現場

の声を十分に踏まえることが必要であり、地方と協議する場を早急に設けることを強く

求める。 

 

１ 保健・医療提供関係 

 ・ 全ての医療機関において感染が疑われる患者の外来診療・検査に対応できるよ

う、最新の知見を踏まえた効果的な院内感染対策を示すとともに、診療報酬の加算

や設備機器整備等への財政支援を継続すること。特に、感染患者の診療を行ってい

ない医療機関の理解・協力が得られるよう、丁寧な周知や十分な支援を行うこと。 

 ・ 診療及び検査に必要となる検査試薬や治療薬とともに、安心して自宅療養できる

よう、解熱鎮痛薬等の十分な供給体制を確保すること。 

 ・ 入院患者の医療費や投薬治療費等が高額になることを踏まえ、公費負担医療の在

り方については慎重な検討を行い、当分の間、一定の公費負担を継続するなど、必

要な治療を受けられることのできる仕組みとすること。 

 ・ 高齢者施設等への支援を通じ、施設内で十分な感染対策や療養を行うための更な
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る体制構築を図ること。 

２ 検査関係 

 ・ 医療機関等での必要な検査や自己検査が確実に実施できるよう、国において検査

キットを十分確保し、安定供給を図ること。 

 ・ 無料検査事業については国の必要な財政支援の下、当分の間継続しつつ、検査キ

ットの市場価格を引き下げる取組を進め、有症状者、無症状者ともに容易に自己検

査ができる体制を確立すること。 

３ ワクチン接種関係 

 ・ ワクチン接種における自己負担は接種控えを引き起こす可能性があり、感染の拡

大や医療機関への負荷増大につながるおそれがあることから、当面は全額国費負担

での接種を継続すること。 

 ・ 発症予防や重症化予防に対するワクチンの効果などの科学的根拠を踏まえ、重症

化リスクが高い方への公費負担の継続など、今後の定期接種化を含めた対応方針を

慎重に検討すること。 

４ その他 

 ・ 国民が現状を正しく理解し行動することが最も重要であることから、国が責任を

もって、科学的知見に基づき、国民に対する丁寧かつ明確な説明を行いながら、見

直しを進めるとともに、見直しによって医療機関に過度な負担がかからないよう、

特段の支援を行うこと。 

 ・ 国民の不安解消に対応するため、新型コロナウイルス感染症に係る全般的な問い

合わせに対応する相談窓口を一定期間継続すること。 

 ・ 今後、強毒性の変異株が新たに発生した場合に、必要な対策を講じることが可能

な仕組みを整えること。 

 ・ 見直しに伴う制度・運用変更については、現場が混乱することがないよう、財政

措置も含めて十分な調整・移行期間を設けること。 
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